
34,370 234,380 282,587

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
近隣５市の総意により構成されている一部事務組合による運営である。平成２４年 多摩六都科学館の財政健全化に向け、平成２４年度から
度より指定管理者制度の導入を図るなど、財政健全化に向けた取り組みを行ってい の指定管理者制度導入など、民間の力を活用した経営へ
る。 の移行を図っている。新型コロナウイルス感染症対策の

ため平成３１年度の年間来館者数は約２２万６千人と例
年より少なくなっているが、平成２３年度約１６万人、
平成２２年度約１５万人という状況と比較すると来館者
の増加は顕著であり、一部事務組合における継続的な経
営努力が認められる。

効率性 １ 達成度 ３ 近隣５市の総意として構成されている一部事務組合であ
り、市独自の方向性を示すことは難しい。

説明
一部事務組合・指定管理者の努力により、来館人数は好調に推移してきたが、平成
３１年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、令和２年２月２９日より休館と
なったため、年間来館者数は約２２万６千人と例年より少なくなった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130101 多摩六都科学館事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 企画調整課 所管課長名 道辻　正信

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 多摩六都科学館組合規約

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (負担金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成22年度 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

来館者
対象

事業内容 組合事業として科学館展示、プラネタリウム、学習教室や出前授業等の実施。市は管理運営費の負担、議会への

・ 議員選出、理事会への参加、事務連絡協議会への出席及び広報等に関する事業協力等を行っている。

活動手段

目的 市民に科学を体験し、親しみを持ってもらう。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 多摩六都科学館の年間営業日数 単位 日

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

300 300 269

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 70,178 70,178 75,873

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,721 1,985 1,672

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 68,457 68,193 74,201

人件費（理論値）②　（千円） 133 136 143

トータルコスト①＋②　（千円） 70,311 70,314 76,016

単位当たりコスト　（円） 2



当たりコスト　（円） 254,667 192,500 183,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
子どもを対象とした高度で大規模な感動体験を提供する事業である。近隣５市及び 子どもを対象とした高度で大規模な感動体験を提供する
多摩六都科学館組合で実行委員会を組織し、５市輪番の委員長市（事務局）が事業 事業である。
実施の中心的役割を担う。 実行委員会形式で運営しており、平成３１年度は「たま

ろく自然と都会のサバイバル」をテーマにしたプログラ
ムを実施し、夏季プログラムの一部が猛暑により中止と
なったが、参加児童・生徒に大変好評であった。
毎年、委員長市が企画内容を新たに検討して実施事業を
決定し、構成市は負担金を納入する形となり、目標設定

効率性 ３ 達成度 ３ や単一指標での評価は難しい面がある。
近隣５市および多摩六都科学館組合の総意で実行委員会

説明
を組織しており、市独自の方向性を示すことは難しい。

毎年委員長市が内容を検討し新規事業を実施している。今後も効率的な事業実施に
努める。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130102 多摩北部広域子ども体験塾事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 企画調整課 所管課長名 道辻　正信

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 多摩北部広域子ども体験塾実行委員会規約

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

圏域に在住・在学の児童・生徒
対象

事業内容 東京都市長会等による39市町村共同事業助成事業の一環であり、当市は圏域５市と多摩六都科学館で構成する実

・ 行委員会に参画しており、５市輪番で委員長市を務める。市長会補助金と構成５市の負担金により事業を実施し

活動手段 ている。

目的 多摩・島しょの魅力を高める事業として、子供を対象とした高度で大規模な感動体験を提供するプログラムを実

・ 施する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施プログラム数 単位 プログラム

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

3 4 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 432 431 428

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 432 431 428

人件費（理論値）②　（千円） 332 339 306

トータルコスト①＋②　（千円） 764 770 734

単位



定財源に伴う一般財源 773 979 862
一般財源

一般財源 0 0 2

人件費（理論値）②　（千円） 650 400 400

トータルコスト①＋②　（千円） 2,499 2,246 2,156

単位当たりコスト　（円） 26,585 31,194 39,926

目標達成率　（％） 90 87 59

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
障害者総合支援法に基づく市町村の必須事業に位置付けられているため、制度改正 障害者総合支援法に基づく市町村の必須事業に位置付け
の余地はない。 られているため、今後も事業を継続していく必要がある

。受講者数を増加させる取り組みが今後必要である。

効率性 １ 達成度 １

説明
受講者数は減少したが、講習会の回数等の運営法に変更はなかったため、事業費は
前年度と同程度となった。そのため、効率性、達成度ともに下がり１となった。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130103 手話通訳者等養成研修事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 障害福祉課　地域支援係 所管課長名 森田　吉輝

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・障害者総合支援法　・地域生活支援事業実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内在住・在勤者で手話を学ぼうとしている者及び東久留米市手話通訳者連絡会
対象

事業内容 市の手話通訳者として必要とされる知識を得る機会として、入門（３０回・５０人）、基礎（３０回・３０人）

・ 、応用（３０回・２０人）、実践（３５回・１５人）の４クラスを設け、講習会を行う。また市の登録手話通訳

活動手段 者による手話通訳者連絡会と協力し、啓発のための研修会や講演会を行う。

目的 手話通訳者の充実に資することで、聴覚障害者のコミュニケーションを支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受講者の数(人) 単位 人

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

94 72 54

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 講習会修了者の数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 70

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 70 70 70

実績値 63 61 41

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,849 1,846 1,756

国 718 578 595

上記「事業費 特定財源 都 358 289 297

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特



6,418 16,030

人件費（理論値）②　（千円） 6,122 6,233 6,626

トータルコスト①＋②　（千円） 20,432 22,651 22,656

単位当たりコスト　（円） 1,362,133 1,415,688 1,510,400

目標達成率　（％） 82 81 81

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
NPO法人東久留米文化協会へ事業委託を行うことで直営での実施と比べると職員数 市民全体の生涯学習活動の振興が図られており、生涯学
の削減、その他経費の削減が図られている。 習意識の高揚、市民による主体的な生涯学習の推進につ

ながっている。経費削減の面からも十分効果がみられる
ため、今後も継続していく方向である。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
市直営で実施されていた文化事業は、文化協会に委託することで経費削減が図られ
ている。令和2年2，3月の事業は新型コロナウイルス感染症対策により、急遽中止
せざるをえなくなったため延べ参加者数が減少した。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130104 生涯学習委託事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 生涯学習課　生涯学習係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・社会教育法

・生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 成人、青少年、障害者、障害児を対象とした各種生涯学習事業をＮＰＯ法人東久留米市文化協会へ委託して実施

・ する。

活動手段 成人式、市民文化祭等。

目的 市民へ様々な生涯学習事業を提供することで、各事業を通じて生涯学習の推進を図ることを目的とする。　　　

・ また、市民により組織された団体への委託により、市民主体の生涯学習振興を実行する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 生涯学習事業数 単位 件

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

15 16 15

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延べ参加者 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 29,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 40,000 40,000 39,000

実績値 32,673 32,448 31,399

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 14,310 16,418 16,030

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 14,310 1



7

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市文化協会の運営に必要な補助金であるため、継続していく事業であると 将来的には自己財源のみで事業実施ができるよう、独立
考える。今後も効率性を図るなど協会独自での運営を目指すように推進していく。 を目指してもらう必要があるが、現状では自己の財源の

みで運営ができるまでの状況には至っておらず、引き続
き支援が必要である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
東久留米市文化協会は、NPO法人格を取得以降、市の支援のもと、組織及び業務並
びに財政における健全性・安定性・効率性の向上に努めている。また、東久留米市
における文化事業の実施を通じ、市の文化振興に貢献しているなど安定した運営を
している。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130105 文化協会活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 生涯学習課　生涯学習係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・社会教育法・生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

・（市）平成28年度東久留米市生涯学習活動費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

生涯学習活動団体（文化協会）
対象

事業内容 生涯学習活動団体へ運営支援のための補助金を交付する

・

活動手段

目的 生涯学習活動団体の育成を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 交付件数 単位 件

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 文化協会加盟団体数 単位 団体

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 30

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 28 30 30

実績値 28 29 29

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 900 900 900

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 900 900 900

人件費（理論値）②　（千円） 897 914 972

トータルコスト①＋②　（千円） 1,797 1,814 1,872

単位当たりコスト　（円） 1,797,000 1,814,000 1,872,000

目標達成率　（％） 100 97 9



持

説明 総合評価（課題・方向性）
社会教育法では市町村に社会教育委員を置くことができるとされている。年4回の 東京都や23区では社会教育委員会議を廃止し、生涯学習
ペースで会議を実施し、報告書による提言を行っている。また、東京都市町村社会 審議会にその役割を移行させる傾向にあるが、当市には
教育委員連絡協議会との連携により近隣との情報共有している。必要最低経費で事 、生涯学習審議会がないため、社会教育員会議を引き続
業を実施できており、業務改善できる余地はない。 き運営していく必要がある。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
社会教育の振興に資するため、社会教育に関する諸計画の立案及び教育員会の諮問
機関として、社会教育法及び市条例により設置している。また、学校支援について
検討するなど、本来は重要な事業であるため効率化にはそぐわない事業である。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130106 社会教育委員の会議運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 生涯学習課　生涯学習係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・社会教育法　・（市）東久留米市社会教育委員の設置に関する条例

・（市）東久留米市社会教育委員会議規程

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

社会教育委員
対象

事業内容 会議の開催

・

活動手段

目的 社会教育の振興を図るため、社会教育に関する諸計画の立案及び調査研究を行う。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議の開催数 単位 回

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

4 4 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 285 249 264

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 285 249 264

人件費（理論値）②　（千円） 2,449 2,493 2,650

トータルコスト①＋②　（千円） 2,734 2,742 2,914

単位当たりコスト　（円） 683,500 685,500 728,500

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維



288

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 8,340 8,415 7,595
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 6,285 2,493 2,650

トータルコスト①＋②　（千円） 23,235 20,880 19,533

単位当たりコスト　（円） 3,872,500 2,982,857 2,790,429

目標達成率　（％） 120%以上 96 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある ■ 令和3年度の方向性 拡大

説明 総合評価（課題・方向性）
国の「新・放課後子ども総合プラン」において、２０２３年までに全校実施を目指 いままでの取り組みや検討結果を踏まえ、全校実施に向
すべきとされている。また、国から２０２３年以降は補助金に頼らない自走可能な け、未実施校において放課後子供教室を試行実施をする
仕組みを目指すべきと示されており、実施方法・内容や規模の検討が必要である。 。２０２３年以降の自走可能な仕組みの構築のため、実
将来的にはすべての小学校で「放課後子供教室」が実施できるように事業を推進す 施方法・内容

　

や規模の検討を実施す

令

る。
る。その際には、

和

現行の方法では事業の

2

担い手に限界があるこ

年

とから、放課後子供
教

度

室運営委員会のご意見

事

も参考に、新たな運営

務

方法について検討して

事

いく必要があ
る。

効率

業

性 ３ 達成度 ３

説明
平成

評

３１年度は7校で放課

価

後子供教室を実施した

表

。本取組が各校に浸透

(

し、登録者
数は増えて

平

いる。ただ、平成27

成

年度から事業を開始し

3

て5年が経過し、実施

1

校と未
実施校での格差

年

解消に向けた取り組み

度

が求められている。

振り返り)
新規/継続

事務事業名 130107 放課後子供教室推進事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 生涯学習課　生涯学習係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・（国）放課後子ども総合プラン　・（都）東京都放課後子供教室推進事業実施要綱　・（市）東久留米市教育

振興基本計画　・（市）放課後子供教室推進事業実施要綱　・（市）放課後子供教室運営委員会設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成28年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

実施校の児童
対象

事業内容 放課後を利用し、小学生を対象に地域の大人の参画を得て、学習や様々な体験・交流活動、スポーツ・文化活動

・ 等の機会を提供する事業であり、シルバー人材センターに委託して実施している。

活動手段

目的 学校内の特別教室、校庭、体育館などにスタッフを配置し、放課後における子供たちの安全な遊び場（居場所）

・ を提供する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施校数 単位 校

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

6 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 登録児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 600

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 650 800 800

実績値 796 769 797

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 16,950 18,387 16,883

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 8,610 9,972 9,



他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 57,073 66,584 96,580
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,060 4,238 4,506

トータルコスト①＋②　（千円） 103,033 108,722 202,070

単位当たりコスト　（円） 297,783 314,225 635,440

目標達成率　（％） 84 86 73

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
指定管理者により、民間活力を活用した効率的な運営が行われている。指定の期間 指定管理者が民間事業者ならではのノウハウを生かした
は平成２７年度から平成３１年度であった。また、老朽化に伴う大規模改造工事は 企画や老朽化する施設のメンテナンスを行うことで、市
令和３～４年度に実施する予定である。 民に良質な生涯学習の機会を提供している。令和2年度

からは、従前と同一の共同事業体が引き続き指定管理者
となることとなった。指定の期間は令和２年度から令和
６年度である。また、施設の長寿命化を図るため、施設
整備
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事業名 130108 生涯学習センター管理運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 生涯学習課　生涯学習係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・社会教育法

・（市）東久留米市生涯学習センター条例及び同施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 ■ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成24年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 東久留米市立生涯学習センター（旧東久留米市立中央公民館）の管理運営を民間事業者である指定管理者へ委託

・ し、施設貸出し業務及び各種自主事業等を行う（平成22年度より指定管理者導入）。

活動手段

目的 人件費の削減の他、民間のノウハウを活かした管理運営を行うことで、より質の高い住民サービスを提供し、市

・ 民の生涯学習活動の推進に寄与する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開館日数 単位 日

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

346 346 318

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 延べ利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 120,000

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 159,000 159,000 159,000

実績値 133,563 136,242 115,696

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 97,973 104,484 197,564

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 40,900 37,900 100,984

（実績額）」に その



トータルコスト①＋②　（千円） 518 108 106

単位当たりコスト　（円） 518,000 108,000 106,000

目標達成率　（％） 95 91 83

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
社会教育活動中の事故については、本来、それぞれの団体が責任を持つものではあ 人口減少や高齢化をはじめとする多様な課題や、急速な
るが、主催者が安心して社会教育活動ができるよう、市が実施している制度である 社会経済環境の変化が起きている。これに伴い、社会教
。 育を基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づくり

の重要度が高まっている。社会教育活動団体の発足や継
続にあたり賠償責任保険の加入や加入費用を補填するこ
とは、市民の主体的・自主的な活動の手助けとなるため
、現状を維持し継続していく方向である。

効率性 ３ 達成度 ２

説明
本事業を実施することで社会教育活動を行うにあたり、主催者や指導者が安心して
活動できているため、効率化を求めるにはそぐわない事業である。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130109 主催者賠償責任保険事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 生涯学習課　生涯学習係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）東久留米市社会教育活動主催者賠償責任保険取扱要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (類似制度を東村山市は２８年度で終了。東大和市は青少年団体指導者賠償責任保険を実施。 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

社会教育活動団体
対象

事業内容 社会教育活動団体の主催者に対し、市が主催者賠償責任保険の保険料を負担している。

・

活動手段

目的 市内の社会教育活動において、主催者の行事運営上の不備が原因で法律上の損害賠償を負う場合に、主催者が被

・ る損害を補填することにより、市民の社会教育活動の振興に寄与することを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 保険契約数 単位 件

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 加入している団体の数 単位 団体

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 60

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 75 75 75

実績値 71 68 62

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 110 25 18

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 110 25 18

人件費（理論値）②　（千円） 408 83 88



33 83,000 177,000

目標達成率　（％） 97 98 79

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和3年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
市の事業から市民の実行委員会に引き継がれた事業である。市民ニーズが高い事業 実行委員会の取り組みにより大規模な地域事業を維持で
であり、継続したいとの声が多かったことから、継続して実施している。 きている。自主的に運営している一方、準備には運搬な

どで、一時的に人手が必要となるので最低限の人的補助
をしている。実行員会が自立的な運営を行う範囲におい
て、最低限のサポートをして、本事業を継続していく方
向性である。
しかしながら、令和2年度は感染症対策のため中止が決
定している。令和3年度以降の再開に向けたサポートを

効率性 １ 達成度 １ していく。

説明
実行委員会の努力で毎年成果を上げているが、障害児のつどい（ポカポカはるのつ
どい）が新型コロナウイス感染症対策の影響で中止になったため参加者数は減少し
た。

　令和2年度事務事業評価表(平成31年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 130110 子どもまつり・障害児のつどい支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 13 生涯学習の推進

基本事業名 01 生涯学習活動の充実

所管課係名 生涯学習課　生涯学習係 所管課長名 板倉　正弥

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 根拠法なし

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (実行委員会形式 )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民（障害児のつどいについては障害児及びその家族）
対象

事業内容 子どもまつり、障害児のつどい（ポカポカはるのつどい）共に、市民の自主組織である実行委員会がそれぞれの

・ 事業を実施する。

活動手段 市は用具の運搬等、その補助を行う。

目的 実行委員会への人的補助をすることで、市民との協働による生涯学習の推進を実行していく。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施日数 単位 日

平成29年度 平成30年度 平成31年度
実績値

3 2 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 0

平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値 3,180 3,180 3,180

実績値 3,100 3,110 2,500

事業費・人件費等

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 817 166 177

トータルコスト①＋②　（千円） 817 166 177

単位当たりコスト　（円） 272,3


